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はじめに
本研究では、近年普及が進んでいる「携帯電話を通じて取得し、償還するクーポン（以下、
モバイルクーポン）」の利用行動について、計画的行動理論に基づく意思決定メカニズムの
検証を試みた。調査対象とする業種については、特にモバイルクーポンが盛んに展開されて
いるフードサービス業を選定した。共分散構造分析によって検証した結果、「行動への態度」、
「主観的規範」、「行動のコントロール感」は互いに正の相関関係にあり、すべてが「行動意
図」に対して直接影響を与えることが明らかになった。また、「過去の利用経験」は、「行動
意図」に直接影響することが確認された。最後に、本研究の結果から導かれる理論上および
実務上のインプリケーションを示している。
1．モバイルクーポンの実際
日本においてクーポンを用いたセールスプロモーションは、フードサービス業を中心に展
開されている。日本でクーポンが導入された当初、実務においては有用性を認めない傾向が
強く、採用する企業も限定的であった（たとえば嶋村 2000）が、長期化する不況により消費
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者の「少しでも安く買いたい」というニーズが高まり、次第に受け入れられるようになった
（『日経流通新聞』1994.11.15）。そのような背景があることから、近年の不況による消費者の
節約意識の高まりは、クーポン利用の活性化に影響を与えていると考えられる。
モバイルクーポンは，比較的新しいクーポンの手法である。モバイルクーポンには、いく
つかの定義が見られる。たとえば、Juniper Research（2008）は「顧客がある製品を購買す
るときに、リベートや値引きなどに交換することができる、携帯電話に送られ、保存される
クーポン（http://www.juniperresearch.com）」、また Dickinger & Kleijnen（2008）は「携帯
電話、スマートフォン及び携帯情報端末に送られるデジタルクーポン（p. 24）」と定義して
いる。つまり、モバイルクーポンとは、「特定の顧客に対して購買のインセンティブを提供
するために、リベートや値引きの条件となるクーポンを、デジタルデータとして携帯情報端
末に発信するクーポン」と考えることができる。
このモバイルクーポンは、近年、特に若年消費者を中心に盛んに利用されている。たとえ
ば、大手ファストフードチェーンである日本マクドナルドでは、紙媒体のクーポンとモバイ
ルクーポンをそれぞれ配布している。その償還比率は、2008 年時点でほぼ半々であったが、
2010 年時点では 15 対 85 程度になっており、すでに同社にとって不可欠な販売促進手段と捉
えられている（『日経流通新聞』2011.08.10）。
また消費者に広く普及したことに伴い、フードサービス業におけるモバイルクーポン活用
法は、より洗練されてきている。たとえば、顧客のモバイルクーポン利用行動を長期的に記
録し、それらのデータに基づいて個別の顧客ニーズに対応したモバイルクーポンの配信を行
ったり、その日の天候に対応し、即座に配布するクーポンを操作し、来店客数の減少を抑え
たりするといった取り組みが実施されるようになった（『日経流通新聞』2011.08.10）。この
ような発展は、顧客の携帯情報端末を単なるクーポン配信の手段と捉えていた段階から、高
度な効率性を発揮するべく、モバイルマーケティングの諸特性をクーポン配信に活用する段
階へとシフトしていることを示している（『日経流通新聞』2011.08.10）。
たとえば Wilcox（2009）は、日本で QR コードとモバイルクーポンが普及していること指
摘し、今後は東アジアを中心に北米、西欧においてモバイルクーポンの利用者数が急増する
こと、具体的には 2014 年までに世界全体で 3 億人を突破することを予測している。上述の
現状を踏まえると、モバイルクーポンは今後、あらゆる消費財市場において重要なマーケテ
ィング・ツールになるだろう。
2．問題意識
モバイルクーポンの重要性が実務において高まり、今後も発展が期待されている一方、モ
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バイルクーポンに関する研究は、新聞折り込み広告などの紙媒体で展開されるクーポン広告
に関する研究（たとえば Larochea et al. 2003）や、PC インターネット上のサイトから印刷
し、購買時に償還するクーポンに関する研究（たとえば Fortin 2000）に比べて、豊富な蓄積
があるとは言えない。この原因のひとつとして、それらの手法によるクーポンが比較的古く
から存在したものであったのに対し、モバイルクーポンの普及が急速であったことが挙げら
れる。このような背景から、モバイルクーポン利用者の意思決定メカニズムを実証する研究
（たとえば Dickinger & Kleijnen 2008）は少なく、モバイルクーポンはあくまでも、モバイル
マーケティングに含まれる一つの手法として分類され、その特徴と重要性を指摘するにとど
まっている研究が多い（たとえば Shankar et. al 2010）。
また、これまでのモバイルクーポンに関する実証研究は、分析の対象として適切なモバイ
ルクーポン・ユーザーを選定することに重点を置いていないものが多い。たとえば
Dickinger & Kleijnen（2008）の実証研究では、消費者のクーポン利用経験をモバイルクーポ
ンに限って測定せず、クーポン全般について測定している。この限界について Dickinger & 
Kleijnen（2008）は、モバイルクーポン市場の構造が明らかになるにつれ、消費者が利用経
験を重ねることで生じる変化が、利用行動に大きく影響することを指摘している。さらに、
今後の研究において、モバイルクーポン利用経験と利用意思決定の関係を明らかにする必要
性も示唆している。つまり、これまでの研究を発展させるためには、モバイルクーポンに馴
染んだ消費者を対象にして、彼らの利用経験が利用意思決定に与える影響を包括的に捉えた
モデルを議論するべきである。
こうした問題意識を受けて、本研究では、日本の若年消費者にとってモバイルクーポンが、
すでに一般化した節約の手段であるという前提に立って、モバイルクーポンの利用行動を明
らかにしていく。日本の若年消費者は、携帯情報端末を日常生活で多面的に使いこなしてお
り、モバイルクーポンに関しても十分に利用経験があると考えられる。そのような消費者の
モバイルクーポン利用行動は、従来のクーポン利用行動と同じ感覚で実践されていると考え、
従来のクーポン利用行動と同じ理論的枠組みによって説明できることを、本研究で実証する。
また彼らの利用経験が意思決定にどのように影響しているのかを明らかにする。
3．先行研究と理論的背景
本研究では、モバイルクーポンは日本の若年消費者にとって、すでに一般的な節約の手段
あるという立場から、モバイルクーポン利用行動に働きかける要因とそれらの関係を議論す
る。そこで、それらの関係についての先行研究を概観する。さらに、従来のクーポン利用行
動に応用されてきた因果モデルを、モバイルクーポン利用行動ついて検討するために、クー
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ポン利用者の情報処理に関する知見を確認する。
3-1. モバイルクーポンの種類
モバイルクーポンは、いかなる手順でデジタルデータを取得するか、または償還するかと
いう点から、いくつかの種類が確認される。取得方法については、企業が発信する SMS（シ
ョート・メッセージ・サービス）そのものがクーポンとして機能するもの、SMS 中にモバ
イルサイトへのリンクが記載され、そこからモバイルサイトへアクセスすることで得られる
もの、店舗内や広告中の QR コードを携帯端末で読み込むことで得られるもの、消費者が自
主的にモバイルサイトへアクセスすることで得られるものなどである。償還方法については、
購買時に店員が視認して償還するもの、端末を読み取り機にかざして償還するものなどが存
在する。
特に先行研究においては、多くの場合が単純な SMS に焦点を当てている（たとえば
Dickinger & Kleijnen 2008）。日本の消費者を対象にした研究においても、メールで利用者に
直接送られるモバイルクーポンを対象とすることが多い（たとえば Kondo & Nakahara 
2007）。しかし携帯インターネット接続の普及を背景に、近年では利用者が直接モバイルサ
イトにアクセスし、それぞれが必要なクーポンをダウンロードするという仕組みが一般的に
なっている。
たしかに、モバイルクーポンの種類に従って消費者の利用行動に差異がある可能性がある。
しかし、消費者の利用経験の影響を明らかにする目的を考慮すると、一義的にモバイルクー
ポンの種類を選定して分析を進めるよりも、消費者が各自、日常的に利用しているモバイル
クーポンを対象に、分析を進めるほうが適切であると考える。このような現状を踏まえ、本
研究では、携帯情報端末を利用して割引を受けるというモバイルクーポン全般について、そ
の利用行動を明らかにする必要があると考える。
3-2. 行動分析の理論
従来のクーポンに関する先行研究は、クーポン利用行動が消費者の合理的判断に基づく行
動であるとすると考えている。多くの研究が、Fishbein & Ajzen （1975）が提唱した合理的行
動理論（Theory of Reasoned Action: TRA）に基づく因果モデルによって、その利用意思決定
メカニズムを検証している（たとえば Shimp & Kavas 1984）。しかし、Ajzen（1985）が合理
的行動理論に「行動のコントロール感」という概念を導入して発展させた計画的行動理論
（Theory of Planned Behavior: TPB）を提唱してから、後者を理論的背景とする研究もみられ
る（たとえば Kang et al. 2006）。
また、特にモバイルクーポンといった、利用者にとって技術的に新しい要素を含む行動を
対象とする場合は、技術採用モデル（Technology Acceptance Model: TAM）（Davis, et al. 
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1989）を中核に組み込んだ因果モデルを用いる場合もあった（たとえば Dickinger & 
Kleijnen 2008）。しかし本研究は、モバイルクーポンはすでに一般的であるという立場をと
るため、技術採用モデルを背景にその利用行動を説明することは本研究の主旨と矛盾すると
考えられる。技術採用モデルは、モバイルクーポンが導入されて間もないクーポンの手法で
あるという前提において、有効な理論であると考えるからである。そこで本研究では合理的
行動理論、および計画的行動理論を、モバイルクーポン利用行動を明らかにする理論的背景
として説明する。
まず、合理的行動理論を背景とする記述モデルでは、対象者がある「行動」の遂行を目標
とし、それを決定する要因として「行動意図」を重視する。さらに「行動意図」に影響を与
える要因として、対象者の「行動への態度」、「主観的規範」という概念を導入し、それらの
関係から行動が遂行されるメカニズムを記述するものである。計画的行動理論は、合理的行
動理論の概念に、「行動のコントロール感」を「行動意図」の先行要因として加えて拡張し
たものである。
3-3. 行動への態度
行動への態度とは、対象者がある行動に対して、その行動を遂行することで、自分にとっ
て望ましい結果が起こると思う強さの度合いや、その結果が自分にとって望ましいと思う度
合いによって規定される（Ajzen  1985）。行動への態度は、あらゆるカテゴリーの製品やサ
ービスの行動意図に対して、重要な影響を持つことが指摘されている（Dickinger & Kleijnen 
2008）。
 
3-4. 主観的規範
主観的規範とは、ある行動の遂行に影響を与える、社会的な人間関係の要素である。より
一般的には、社会的プレッシャーと言い換えられ、「他者が自分に対して、ある行動を行う
ことをどの程度期待しているか」について、対象者が感じる度合いのことである（岡　
2003）。Ashworth et al.（2005）によれば、消費者はクーポン利用行動への主観的規範に敏感
であり、クーポンに対する社会的評価に従って利用意向が変化すると指摘されている（たと
えば Dickinger & Kleijnen 2008）。
3-5. 行動のコントロール感
行動のコントロール感とは、行動の遂行に必要な知識や資源を有する程度によって規定さ
れる。行動意図に対する先行要因とし言い換えれば、対象者がその行動を困難、または容易
と知覚さするかということである。インターネットクーポンのように、遂行する際に技術的
な媒体が仲介する行動に対しては、対象者はどの程度その技術的要因を使いこなせるかとい
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う点を考慮する（Kang et al. 2006）。
　以上の要因に加えて、特にクーポン利用行動研究に関しては「過去の利用経験」を、行
動意図に影響を与える重要な先行要因として認める必要性が指摘されている（たとえば
Bagozzi,　et al. 1992）。すなわち、これまで頻繁にクーポンを利用しているほど、対象者は
行動意図を高めるという関係が想定される。
4．研究課題と仮説モデル
以上の先行研究における理論的背景をもとに本研究の研究課題を以下に提示する。
RQ1： 　モバイルクーポン利用者の意思決定メカニズムは、従来のクーポン利用者と同じ
情報処理構造に従って説明できるのか。
RQ2： 　過去のモバイルクーポンの利用行動は、消費者のクーポン行動意図に対してどの
ように影響を与えているのか。
本研究では、Fortin（2000）に基づいて分析を進める。この Fortin（2000）のモデルは、
合理的行動理論が紙媒体のクーポン利用者を分析するのに適していることを踏まえ、消費者
のインターネットクーポン利用行動を明らかにする目的で設計されたものである。そこで本
研究では、モバイルクーポンに対してもこのモデルによる説明が可能であると仮定し、検証
を試みる。
本研究の仮説モデルが図 1 である。図中の正の記号は、潜在変数間の関係を示している。
このモデルは 5 つの潜在変数の関係性から、消費者のクーポン利用行動が導かれることを示
している。まず、「行動意図」に対する先行要因として 4 つ、すなわち「行動への態度」、「主
観的規範」、「行動のコントロール感」および「過去の利用行動」が設定されている。また過
去の利用行動は他の 3 つの先行要因とは関係を持たない変数として設定されている。
まず、モバイルクーポンを利用する意図は、対象者の、それを使うことが望ましい結果を
もたらすという評価、および使うことを周囲が期待していると感じる度合いが高まると、促
進されるという関係が推測される。ここから「行動への態度」および「主観的規範」が好意
的になるほど、「行動意図」が高まると仮定する。
また、モバイルクーポンを利用する上で対象者の障害となりうる、技術的な要因を考慮す
る。つまり対象者が、モバイルクーポンを適切に取得し、償還することに技術的難度を認め
ないという度合いが高まるほど、利用が促進されるという関係が推測できる。したがって、
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「行動のコントロール感」が向上するほど、「行動意図」が高まると仮定する。
さらに、対象者の利用経験も利用行動に影響すると考えられる。すなわちモバイルクーポ
ンの利用が習慣的になると、対象者は利用に対して積極的になると推測できる。したがって
「過去の利用行動」としてモバイルクーポンの利用経験が頻繁であるほど、「行動意図」が高
まると仮定する。
図 1　仮説モデル
注：Fortin（2000）をもとに作成
また、Fortin（2000）によれば、「行動への態度」、「主観的規範」、「行動のコントロール
感」は因果関係ではなく、共変性を仮定するのが望ましい。つまり、「行動への態度」と「主
観的規範」の間、「主観的規範」と「行動のコントロール感」の間、「行動のコントロール感」
と「行動への態度」の間には正の相関関係があると仮定する。
以下に、仮説モデルが想定する潜在変数間の関係を、本研究で検証する仮説として整理す
る。
H1：消費者の「行動への態度」が高まると、モバイルクーポンの「行動意図」が高まる。
H2：消費者の「主観的規範」が高まると、モバイルクーポンの「行動意図」が高まる。
H3：消費者の「行動のコントロール感」が高まると、モバイルクーポンの「行動意図」が
高まる。
H4：消費者の「過去の利用経験」が頻繁であるほど、モバイルクーポンの「行動意図」が
高まる。
H5：消費者の「行動への態度」、「主観的規範」、「行動のコントロール感」は正の相関関係
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にある。
以上の仮説を検証することで、研究課題を明らかにする。
5．調査と分析方法
本研究ではアンケート調査を実施し、そこから得たデータを用いて分析を行う。データは、
質問内容を印刷した調査票を直接回答者に配布し、それらを回収する形式で収集した。
同調査の調査設計、および調査票の質問項目は、海外の先行研究を踏襲したものである。
したがって、翻訳の精度が回答に影響すると可能性がある。そこで、この調査の実施に先立
ち、調査体系の確認 : manipulation check のためにプレテストを行なった。その結果を踏ま
え、質問票のワーディングや調査方法の改善点について再考し、本調査に臨んだ。
本調査の調査期間は、2011 年 5 月 9 日から 5 月 18 日である。調査サンプルとして、首都
圏の 6 つの大学に通う 18 歳から 27 歳までの男女 280 名を対象とした。
クーポンの行動意図は、対象となる製品・サービスの魅力度、および割引金額・割引率に
よって影響を受けることが明らかになっている（たとえば Mittal 1994）。そこで、それらの
要因が調査結果に影響することを防ぐ目的で、クーポンの内容や対象サービスの魅力度を一
定にするためのシナリオを設計し、調査票に組み込んだ。つまり調査サンプルは、そのシナ
リオで示される状況を想定したうえで、各質問に回答するという形式を採用した。本調査で
は、クーポンが一般的に用いられる業種であるフードサービス業を扱うこととし、外食時に
おける調査サンプルのモバイルクーポン利用に関して尋ねた。また、調査サンプルにモバイ
ルクーポンを具体的に想起させる刺激として、調査票に図 2 を図示し、シナリオ中には、モ
バイルクーポンとして「図 2 のような形をイメージください」と注を付した。
図 2　モバイルクーポンを想起させる刺激
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仮説モデルに含まれる各潜在変数を測定するための質問項目について、「行動意図」は
Dickinger & Kleijnen (2008) より 3 項目、「行動への態度」および「主観的規範」は Shimp & 
Kavas (1984) よりそれぞれ 3 項目ずつ、「行動のコントロール感」は Kang, et al (2006) より 3
項目 、「過去の利用行動」は Bagozzi, et al. (1992) より 2 項目をそれぞれ選定し、質問票を構
成した。これらの質問項目は、「過去の利用行動」を除き、各問に対して「そう思う」から
「そう思わない」までの 7 段階尺度で回答する形式である。「過去の利用行動」については、
モバイルクーポンの利用に関して、「よく使う」から「全く使わない」までの 7 段階尺度で
回答する質問と、モバイルクーポンを過去１ヶ月間に使った回数について、記述方式で尋ね
る質問の 2 項目で構成される。各質問項目とそれぞれの潜在変数に対する因子負荷量は、表
１のとおりである。
表 1　各質問項目と因子負荷量
潜在変数 質問項目
因子
負荷量
引用元
行動意図
このクーポンを おそらく使う
たぶん、使うだろう
使う可能性は高い
0.86
0.84
0.81
Dickinger & Kleijnen 
(2008) 
行動への
態度
クーポンの利用に対する気持ち
や考えについて
好ましい
賢い選択である
良いことだ
0.80
0.69
0.60
Shimp & Kavas (1984)
主観的規範
友人や家族は、あなたのクーポ
ン利用についてどう考えると思
いますか？
「使うことはいいことだ」
「お得だ」
「賢い買い物ができる」
0.88
0.77
0.72
Shimp & Kavas (1984)
行動のコン
トロール感
このクーポンを携帯で探すのは簡単である
このクーポンが欲しいときは見つけられる
モバイルサイトにクーポンがあるなら、簡単に見つかる
0.94
0.85
0.78
Kang, et al (2006)
過去の
利用行動
どのくらいの頻度でクーポンを
使いますか？
過去 1 ヶ月に使った回数
1：よく使う、7：全く使
わない
0.80
0.63
Bagozzi, et al. (1992)
また、分析の対象として不適切な調査サンプルを除外する目的で、外食の頻度に関する質
問を尋ねた。具体的には、「どのくらいの頻度でお昼に外食しますか」という質問文を提示
し、「毎日」から「行かない」までの 5 段階尺度で尋ねた。この質問に対して「行かない」
と回答したサンプルは、外食時におけるモバイルクーポンの利用行動を調査する対象として、
不適切であると考えられる。そこでそれらの回答者を分析から除外した。さらに、モバイル
クーポンの「過去の利用行動」についての質問も、不適切な調査サンプルを除外する基準と
した。具体的には、利用頻度を 7 段階尺度で回答する質問に対して、「全く使わない」と回
答したサンプルを分析から除外した。これらのスクリーニングの結果、研究課題を検証する
ための分析対象となる調査サンプルは、254 名（男性 137 名、女性 117 名）となった。
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　研究課題を検証するための分析手法として、共分散構造分析を用いる。具体的には、ま
ず測定方程式モデルによる確認的因子分析を行い、この結果を判断して構造方程式モデルの
検証に移る二段階アプローチ（Two-Step Approach）（Anderson & Gerbing 1988）の手法に従
い、分析を進める。なお、本研究で行う分析は、PASW Statistics 18 および Amos 18 を用い
る。
6. 分析結果
6-1. 確認的因子分析
まず、本研究の因果モデルを構成する潜在変数の、信頼性と妥当性を確認する。ここでは、
各潜在変数に対する信頼性の尺度として、クロンバックの α 係数、および CR（Construct 
Reliability）を、妥当性の尺度として AVE（Average Variance Extracted）を用いた。それら
の結果をまとめたものが表 2 である。
　まず 5 つの潜在変数の信頼性について、クロンバックの α 係数は 1 つを除いたすべて
が 0.8 以上の値であり、また CR はすべてが 0.9 以上の値であったことから、一定以上の内
的整合性を有していると判断した。Nunnally（1978）によれば、潜在変数の信頼性として、
クロンバックの α 係数が 0.72 以上であることが望ましいとされるが、過去の利用経験のみ、
クロンバックの α 係数は 0.68 であった。しかし CR の値については高い内的整合性を示し
ており、これらの数値から総合的に考えて、許容できると判断した。妥当性については、す
べての潜在変数について AVE が 0.6 以上の値を示しており、一定以上の収束的妥当性を有し
ていると判断した（Hair et al. 2010）。
表 2 : クロンバックの α 係数、CR、AVE
N=254 α 係数 CR AVE
行動意図 0.95 0.99 0.86
行動への態度 0.82 0.98 0.61
主観的規範 0.88 0.99 0.72
行動のコントロール感 0.92 0.99 0.8
過去の利用体験 0.68 0.95 0.75
つづいて、これらの潜在変数を用いて、測定方程式モデルにおけるモデル適合度を算出し
た。カイ二乗検定は分析対象となるサンプル数の影響を受けることが指摘されており（たと
えば豊田 1998）、近年ではモデルの適合度を評価する上で用いないことが多い。そこで本研
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究では、その他の適合度指標として、GFI、AGFI、CFI、TLI、RMASE を算出して判断する
こ と に し た。 そ れ ぞ れ の 値 は、GFI ＝ 0.94、AGFI ＝ 0.91、CFI ＝ 0.98、TLI ＝ 0.97、
RMSEA ＝ 0.053 であった。GFI、AGFI は 0.9 以上、CFI、TLI は 0.92 以上、RMASE は 0.07
以下であり、すべて Hair et al.（2010）が許容範囲として示す基準を満たしている。
以上の結果から判断すると、これらの潜在変数は本研究の分析に用いるうえで十分な信頼
性、妥当性を有しているといえる。そこで、これらの潜在変数を用いて、構造方程式モデル
の分析に進むことにした。
6-2. 仮説モデルの検証
　ここで、本研究が提示する因果モデルを、共分散構造分析によって検証することで、研
究課題に取り組む。因果モデルの適合度をまとめたものが表 3 である。適合度指標の値はそ
れぞれ、GFI ＝ 0.93、AGFI ＝ 0.89、CFI ＝ 0.97、TLI ＝ 0.96、RMSEA ＝ 0.063 であった。
AGFI を除いたすべての指標が示す値は Hair et al.（2010）が許容範囲として示す基準を見た
いている。AGFI のみ 0.9 を下回っているものの、その値は 0.89 であり、許容できると判断
した。
表 3　分析モデルの評価 
χ2 GFI AGFI CFI TLI RMSEA
N=254 140.16 0.93 0.89 0.97 0.96 0.063
図 3　分析結果 
 
因果モデルを構成する、各潜在変数間の関係をまとめたものが図 2 である。仮説モデルで
示したすべてのパスが、5％水準あるいは 1％水準で有意であった。この分析結果をまとめる
行動への
態度
主観的規範
過去の
利用経験
行動意図
行動のコン
トロール感
0.53**
0.38**
0.26**
** =1％水準で優位
*  =5％水準で優位
0.54**
0.11**
0.27*
0.43**
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と、次の点が明らかになった。まず、「行動への態度」、「主観的規範」、「行動のコントロー
ル感」は、すべて「行動意図」に対して正の影響を与える。すなわち H1、H2、H3 は支持
された。これらの先行要因の中で、特に「行動への態度」は「行動意図」との間に比較的強
い関係が確認されたのに対して、「主観的規範」、「行動のコントロール感」は弱い関係性が
確認された。次に、「過去の利用経験」は「行動意図」に対して正の影響を与える。すなわ
ち H4 は支持された。この影響は、「主観的規範」が「行動意図」に対して与える影響と同
程度の、弱い関係性である。最後に、「行動への態度」、「主観的規範」、「行動のコントロー
ル感」の間に、正の相関関係が確認された。すなわち H5 は支持された。つまり利用者がモ
バイルクーポンの利用を検討する際、それら 3 つの概念は互いに影響しあうということが明
らかになった。 
7．考案と今後の課題
7-1. 考案
本研究では、モバイルクーポンの利用行動を、これまでのクーポン利用行動研究の理論的
枠組による解明を試みた。具体的には、モバイルクーポン利用経験者に対する調査を前提に、
計画的行動理論を背景とする因果モデルを構築し、そこで仮定される潜在変数間の関係につ
いて共分散構造分析を用いて明らかにした。
その結果、モバイルクーポン・ユーザーは、従来のクーポン、すなわち印刷媒体を経由す
るクーポンのユーザーと同じ心理的メカニズムに従って、利用する意思を決定することが確
認できた。具体的に言えば、次の 4 つが明らかになった。第一に、利用者は、モバイルクー
ポンを使うことで望ましい結果が起こると思うほど、行動意図を高める。第 2 に、周囲との
社会的な関係性という面で、利用者が、モバイルクーポンを使うことを期待されていると感
じるほど、行動意図を高める。第 3 に、モバイルクーポンを使うのは技術的に難しくないと
利用者が感じるほど、行動意図も高まる。第 4 に、利用者がモバイルクーポンを頻繁に利用
しており、利用することに慣れているほど、行動意図は高まる。以上の結果を踏まえ、本研
究のまとめとして、理論的側面と実務的側面からインプリケーションを述べる。
まず理論的インプリケーションとして次の 2 点を挙げる。
第 1 に、モバイルクーポンを、従来のクーポンと同じ視点から説明した点である。モバイ
ルクーポンは、広義にはモバイルマーケティングに分類される。モバイルマーケティングを
扱う実証研究では、モバイルマーケティングは消費者に目新しい行動を期待するという観点
から、技術採用モデルを背景として利用者の意思決定メカニズムを分析する研究が多い（た
とえば Qi et al. 2009）。日本の若年消費者にとってモバイルクーポンの利用は、すでに目新
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しい行動ではない。そこで、モバイルクーポンは従来のクーポンと等しく理解され、利用さ
れていると考えた。従来のクーポン利用行動を説明した合理的行動理論を用いて、モバイル
クーポン利用行動を説明できたことは、モバイルクーポンの市場における新しさを強調する
姿勢が、必ずしも適切ではないことを示している。
第 2 に、利用者の利用経験がモバイルクーポンの行動意図に与える影響を明らかにした点
である。これまでの実証研究では、モバイルクーポンが現在ほど盛んに利用されていなかっ
たために、調査対象として適切な消費者を選定できないという限界が指摘されている。その
影響により、Dickinger & Kleijnen（2008）の実証研究では、クーポンの利用経験がモバイル
クーポンの行動意図に与える正の影響を仮定しながら、その関係は棄却されている。
しかし、本研究では、モバイルクーポンに限った利用経験を、モバイルクーポン利用意思
の先行要因として仮定し、その正の因果関係を明らかにした。この結果は、Dickinger & 
Kleijnen（2008）の研究成果を拡張したものであると考えられる。
以上の理論的インプリケーションが、実務ではどのように活かせるかを考える。まず、モ
バイルクーポンの利用を活性化する取り組みとして、消費者にどのような働きかけをするべ
きかという方針の立案に示唆を与える。本研究の結果から、モバイルクーポンの主なターゲ
ットである若年消費者は、本人がモバイルクーポンを使うことで得るベネフィットに対する
評価に注目している。モバイルクーポンを取得する過程の技術的な障害や、周囲の人がモバ
イルクーポンの利用をどのように考えるかということは、あまり気にしていない。すなわち、
取得の容易さや社会的イメージを向上させるコミュニケーションよりも、利用するメリット
を直接訴求するコミュニケーションが、モバイルクーポンの利用を促進することに役立つと
考えられる。
また、過去の利用経験によって行動意図が高まることから、企業はモバイルクーポンのプ
ロモーション計画時に、ターゲットとなる消費者がモバイルクーポンに慣れ親しんでいるか
を考慮することが重要となる。
7-2. 今後の課題
最後に、本研究の限界について述べ、今後の課題ついて言及したい。
まず第 1 に、実際の利用行動を測定するという余地がある。本研究では、モバイルクーポ
ンを利用する意図を測定し、その意図が実際に利用するという行動を導くのかについては測
定していない。クーポンに関する研究の多くがこのようなアプローチを取っているが、今後
の研究では現実の消費者行動データを活用することが期待される。そのような取り組みによ
って、行動を予測する先行要因として意図を仮定するという、典型的な限界を克服すること
が可能となり、消費者行動についてのより正確な洞察を得ることができる。
第 2 に、値引きの対象となる製品カテゴリーについても、研究を発展させていく余地があ
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る。本研究では、モバイルクーポンが一般的に利用されている業種として、フードサービス
業を対象に分析を進めた。しかし、モバイルクーポンを採用する業種は今後も拡大していく
と考えられ、スーパーやドラッグストアといった小売業や、カラオケやレンタル CD 店とい
ったサービス業についても検討する必要がある。
第 3 に、モバイルクーポンの分類をより厳密に行い、それぞれの種類に焦点を当てて研究
を進める必要があると考えられる。本研究では、携帯情報端末を通じて取得するクーポンと
しての、モバイルクーポン全般について、その利用行動を明らかにするという主旨から、モ
バイルクーポンを手法によって限定しない調査を行った。しかし厳密には、たとえばモバイ
ルクーポンの取得に個人情報の登録が必要であるか否かといった点などが、モバイルクーポ
ンの利用に大きく影響すると考えられる。今後はそれらの要因を含めた研究を検討したい。
第 4 に、消費者特性が利用行動に与える影響についても、検討する必要がある。本研究は
若年消費者に焦点を当てた研究であったため、消費者グループに特有の属性が、分析結果に
影響している可能性もある。今後は、消費者の年齢や所得、値引きを好む傾向（Deal-Prone）
といった消費者特性を幅広く検討し、それらが利用行動に与える影響を明らかにすることが
必要である。
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